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琉球大学 

【NO82 琉球大学】 

 

 

 

 琉球大学 農学分野 
 

学部等の教育研究 

組織の名称 

 

農学部（第１年次:130 第３年次:5） 

大学院農学研究科（Ｍ:35） 
 

 沿     革 

 

 

 

 

昭和25（1950）年 琉球大学開学、農学部設置 

昭和26（1951）年 林学部を設置 

昭和29（1954）年 農学部、林学部、家政学部を統合し農家政学部を設置 

昭和33（1958）年 農家政工学部設置 

昭和42（1967）年 農学部設置 

昭和47（1972）年 国立大学移管 

昭和52（1977）年 大学院農学研究科修士課程設置 
 

設 置 目 的 等 

   
   
   
   
   
   
 

 

 

昭和２５年、米軍統治下にあった沖縄県に琉球大学が創設された。

農学、畜産学専攻から成る農学部が設置された。 

昭和２６年、林学部が設置された。 

昭和２９年、農学部、林学部、家政学部を統合し農家政学部が設置

された。 

昭和３３年、農家政学部が農家政工学部に改称された。 

昭和４２年、琉球大学設置法の一部改正に伴う全学的な学部再編に

より、亜熱帯島嶼地域における農林産物の活用、地域環境保全、亜熱

帯生物資源の活用に関する教育と研究を行うことを目的として、農学

部が設置された。 

昭和４７年、沖縄県の本土復帰により琉球大学は国に移管され国立

大学となった。 

昭和５２年、亜熱帯地域における食・農・環境・資源に関する課題

に対応する高度な専門人材養成を目的に農学研究科修士課程が設置

された。 

平成１４年、学生及び教員へ実践的な教育・研究の場を提供するこ

とを目的に設置されていた附属農場と附属演習林を統合し、附属亜熱

帯フィールド科学教育研究センターが設置された。 

平成２１年、琉球大学の教育理念、新たな社会のニーズに応え、亜

熱帯農学で社会に貢献できる専門職業人養成を目的に、４学科（亜熱

帯地域農学科、亜熱帯農林環境科学科、地域農業工学科、亜熱帯生物

資源科学科）に改組した。 

平成２３年、新たな社会のニーズに応え、亜熱帯農学で地域･国際
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社会に貢献できる広範な知識と深化した専門性を兼備した高度専門

職業人の養成を目的として、農学研究科修士課程を１専攻４コースに

改組した。 
 

 強みや特色、        

 社会的な役割        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

琉球大学は、琉球弧の持つ歴史的・文化的・社会的・自然的な地

域特性に基づき、沖縄県を中核とした地域社会と国際社会の発展に

貢献するという理念のもとで、亜熱帯島嶼の自然環境条件を背景と

する地域農林業の振興、農林業と自然との持続的共生社会の創造及

び熱帯・亜熱帯農学分野における地域貢献と国際貢献を目標に掲げ、

食料・環境・生命を支える農学の教育・研究を推進しており、以下

の強みや特色、社会的な役割を有している。 

 

○ 環境に調和した生物資源の安定的生産や利用について独創的に

取り組み、熱帯・亜熱帯農学で地域・国際社会に貢献するために、

広範な知識と深化した専門性を併せ持つ高度専門職業人の育成の

役割を果たす。 

 

○ 学士課程教育では、多様性と専門性が修得可能な学科をまたが

る各専門教育コースを設定し、大学院教育では、熱帯・亜熱帯農

学の専門的な知識の修得に加え、広範な知識・技能と応用展開力

の修得をもたらす学習カリキュラムを提供している。さらに、ア

ジア・太平洋地域を拠点とする熱帯・亜熱帯の農林業の発展に寄

与できる高度な専門知識・技術の修得のために、専門教育コース

に付加して行う実体験型プログラムを推進している。これにより、

本学が進める熱帯・亜熱帯農学に関する知識・技能を兼備した専

門職業人並びに高度専門職業人育成を進めてきた。これらの実績

を生かし、地域及び国際社会で活躍できる能力を備えた人材育成

の更なる充実を図る。 

 

○ 亜熱帯島嶼特有の農業生産環境下において、安定した地域農業

生産と基盤整備・保全に向けての技術開発に取組み、豊かな生物

資源の利活用と自然環境の保全の両立を図りながら、新たな熱帯

・亜熱帯農学研究を推進し、農業と環境に係る諸課題の最適解に

ついて追究する。これにより、沖縄県のみならずアジア・太平洋

も視野に入れた地域及び国際社会の発展に寄与する。 

 

○ 本学が有する知的財産等の活用により、産官学連携による研究

・開発事業やイノベーションの推進を図ってきた。この実績を生

かし、農学分野及びその関連分野で沖縄振興計画（沖縄21世紀ビ

ジョン基本計画）に貢献することで地域振興に資する。 
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○ 地域ニーズを踏まえ、社会人の学び直しや生涯学習教育を推進

するため、一般社会人、特に現職高校教員、地域自治体や農業関

連事業体の職員等を対象とする公開講座を開講するなど、地域の

中核的人材育成に取り組み、農業とその関連産業の発展に資する。 

 


